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独立行政法人国際協力機構　組織図（平成17年3月）

本部

理 事 長 監 事 監 事 室

理 事 長 室

監 査 室
副 理 事 長 国内機関

理 事 総 務 部 国 際 協 力 総 合 研 修 所

人 事 部 札 幌 国 際 セ ン タ ー

経 理 部 帯 広 国 際 セ ン タ ー

調 達 部 筑 波 国 際 セ ン タ ー

企 画 ･ 調 整 部 東 京 国 際 セ ン タ ー

ア ジ ア 第 １ 部 八 王 子 国 際 セ ン タ ー

ア ジ ア 第 ２ 部 横 浜 国 際 セ ン タ ー

中 南 米 部 中 部 国 際 セ ン タ ー

ア フ リ カ 部 大 阪 国 際 セ ン タ ー

中 東 ・ 欧 州 部 兵 庫 国 際 セ ン タ ー

社 会 開 発 部 中 国 国 際 セ ン タ ー

人 間 開 発 部 九 州 国 際 セ ン タ ー

地 球 環 境 部 沖 縄 国 際 セ ン タ ー

農 村 開 発 部 二本松青年海外協力隊訓練所

経 済 開 発 部 駒ヶ根青年海外協力隊訓練所

国 内 事 業 部 広尾青年海外協力隊訓練所

無 償 資 金 協 力 部 東 北 支 部

青 年 海 外 協 力 隊 事 務 局 北 陸 支 部

国 際 緊 急 援 助 隊 事 務 局 四 国 支 部

国 際 協 力 人 材 部

在外

在 外 事 務 所 ５ ６ カ 国 （別紙）
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独立行政法人国際協力機構　組織図別紙　在外の体制（平成17年3月）

事務所（５６カ国） 地域支援事務所（６地域）
ア ジ ア 地 域 ア フ リ カ 地 域

イ ン ド 事 務所 エ チ オ ピ ア 事 務 所
イ ン ド ネ シ ア 事 務所 ガ ー ナ 事 務 所
べ ト ナ ム 事 務所 ケ ニ ア

（東南部アフリカ地域支援）
事 務 所

ウ ズ ベ キ ス タ ン 事 務所
カ ン ボ ジ ア 事 務所 ザ ン ビ ア 事 務 所
ス リ ラ ン カ 事 務所 ジ ン バ ブ エ 事 務 所

タ イ
（ ア ジ ア 地 域 支 援 ）

事 務所
セ ネ ガ ル
（中西部アフリカ地域支援）

事 務 所

中 華 人 民 共 和 国 事 務所 コ ー ト ジ ボ ア ー ル 事 務 所
ネ パ ー ル 事 務所 タ ン ザ ニ ア 事 務 所
パ キ ス タ ン 事 務所 ナ イ ジ ェ リ ア 事 務 所
バ ン グ ラ デ シ ュ 事 務所 マ ラ ウ イ 事 務 所
フ ィ リ ピ ン 事 務所 南 ア フ リ カ 共 和 国

（ ア フ リ カ 地 域 支 援 ）
事 務 所

マ レ ー シ ア 事 務所
ミ ャ ン マ ー 事 務所 マ ダ ガ ス カ ル 事 務 所
モ ン ゴ ル 事 務所 モ ザ ン ビ ー ク 事 務 所
ラ オ ス 事 務所

中 東 地 域
大 洋 州 地 域

ア フ ガ ニ ス タ ン 事 務 所
サ モ ア 事 務所 エ ジ プ ト 事 務 所
パプアニューギニア 事 務所 サ ウ ジ ア ラ ビ ア 事 務 所

フ ィ ジ ー
（ 大 洋 州 地 域 支 援 ）

事 務所
ヨ ル ダ ン 事 務 所
シ リ ア 事 務 所
チ ュ ニ ジ ア 事 務 所

北中米・カリブ地域 ト ル コ 事 務 所
パ レ ス チ ナ 事 務 所

ア メ リ カ 合 衆 国 事 務所 モ ロ ッ コ 事 務 所
ア ル ゼ ン チ ン 事 務所
コ ロ ン ビ ア 事 務所 欧 州 地 域
チ リ 事 務所
ド ミ ニ カ 共 和 国 事 務所 英 国 事 務 所
パ ナ マ 事 務所 オ ー ス ト リ ア 事 務 所
パ ラ グ ア イ 事 務所 フ ラ ン ス 事 務 所
ブ ラ ジ ル 事 務所
ペ ル ー 事 務所
ボ リ ビ ア 事 務所
ホ ン ジ ュ ラ ス 事 務所
メ キ シ コ
（中米・カリブ地域支援）

事 務所
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別表１

（単位：百万円）

収入

運営費交付金 162,030 162,030 0

受託収入 5,204 3,798 △1,406 注1

開発投融資貸付利息収入 265 264 △1

入植地割賦利息収入 4 14 10

移住投融資貸付金利息収入 83 70 △12

その他収入 2,805 3,490 685

うち施設利用収入 2,495 2,591 96

　　寄附金 1 1 1

　　雑収入 309 897 588 注2

施設整備資金より受入 1,050 721 △329

計 171,440 170,387 △1,053

支出

一般管理費 11,333 11,511 △178

うち人件費 7,873 7,908 △35

　　物件費 3,461 3,603 △142 注3

業務経費 151,321 154,144 △2,823 注4

うち国・課題別事業計画関係費 5,525 6,661 △1,136

　　技術協力プロジェクト関係費 86,826 88,885 △2,059

　　無償資金協力関係費 4,770 5,590 △820

　　国民参加型協力関係費 26,433 25,808 625

　　海外移住関係費 561 561 1

　　災害援助等協力関係費 1,344 1,623 △279

　　人材養成確保関係費 3,731 3,632 99

　　事業評価関係費 927 689 238

　　事業附帯関係費 7,509 7,357 152

　　国内機関関係費 4,123 4,125 △3

　　在外事務所関係費 9,570 9,212 358

施設整備費 1,050 755 295 注5

受託経費 5,204 3,623 1,580 注6

業務支援経費 2,847 2,649 199

うち施設運営費 2,495 2,590 △95

　　民間協力特別支援費 352 58 294 注7

　 計 171,755 172,682 △927

端数処理の関係で合計と一致しない場合があります。

予算額と決算額の差異説明

注1 経済産業省からの受託事業の減少に伴う収入減

注2 予算段階では見積もれない過年度経費の戻し入れ、本部賃借料にかかる敷金の戻し入れ等があったため。

注3 平成12年、13年、14年にかかる消費税修正申告額（305百万円）を納付したため。

注4 次年度への繰越額が前年度からの繰越額を下回ったこと等による差額。

なお、内訳の差額については、当初予定していた執行配分の見直しを行ったため。

注5 想定以上の入札残が発生したため。

注6 相手国等の事情により計画に変更が生じたため。

注7 事業未実施分があるため。

事　　　 年度計画予算

平成16年度　決算報告書

差額 備考

（平成16年4月1日～平成17年3月31日）

決算額
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別表２

(単位：百万円）

経常費用  

業務費  

国・課題別事業計画関係費 6,675  

技術協力プロジェクト関係費 88,522  

無償資金協力関係費 6,038  

国民参加型協力関係費 25,788  

海外移住関係費 547  

災害援助等協力関係費 1,721  

人材養成確保関係費 3,626  

事業評価関係費 689  

事業附帯関係費 7,287  

国内機関関係費 4,075  

在外事務所関係費 9,051  

業務支援経費 2,649  

受託経費 3,623  

減価償却費 82  

一般管理費  

一般管理費 11,106  

財務費用

支払利息 2  

雑損 2  

経常費用合計  171,482

 

経常収益  

運営費交付金収益 164,725  

受託収入 3,624  

開発投融資収入 260  

入植地事業収入 14  

移住投融資収入 78  

施設利用収入 2,107  

寄附金収益 1

貸倒引当金戻入 420  

資産見返運営費交付金戻入 165

資産見返補助金等戻入 5

財務収益  

受取利息 24  

雑益 599  

外国為替差益 182  

経常収益合計  172,202

　　経常利益 720

 

臨時損失  

固定資産除却損 78  

固定資産売却損 5  

臨時損失合計  83

 

臨時利益  

固定資産売却益 1  

臨時利益合計  1

 

当期純利益  637

当期総利益  637

損　　 益　 　計　　 算　 　書
(平成１６年４月１日～平成１７年３月３１日）
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別表3

(単位：百万円)

Ⅰ　業務活動によるキャッシュ・フロー

事業支出 △ 144,787

業務支援費支出 △ 2,199

受託経費支出 △ 3,734

人件費支出 △ 16,514

その他の業務支出 △ 2,035

貸付金利息収入 335

入植地事業収入 35

　利息収入 14

　割賦元金 21

運営費交付金収入 162,030

受託事業収入 3,800

施設利用収入 2,108

寄附金収入 1

その他の収入 687

小　計 △ 272

利息の受取額 24

利息の支払額 △ 2

業務活動によるキャッシュ・フロー △ 250

Ⅱ　投資活動によるキャッシュ・フロー

固定資産の取得による支出 △ 1,532

固定資産の売却による収入 323

貸付けによる支出 △ 607

貸付金の回収による収入 2,388

定期預金の預入による支出 △ 23,200

譲渡性預金の取崩による収入 20,700

投資活動によるキャッシュ・フロー △ 1,928

Ⅲ　財務活動によるキャッシュ・フロー

リース債務の返済による支出 △ 48

財務活動によるキャッシュ・フロー △ 48

Ⅳ　資金に係る換算差額 104

Ⅴ　資金減少額 △ 2,121

Ⅵ　資金期首残高 5,626

Ⅶ　資金期末残高 3,504

キャッシュ・フロー計算書
（平成１６年４月１日～平成１７年３月３１日）
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４．短期借入金の限度額 

小項目 No.27 短期借入金の限度額 

【中期計画】 

 ４１０億円 

 理由：国からの運営費交付金の受け入れ等が 3 ヶ月程度遅延した場合における職員への

人件費の遅配及び事業費の支払い遅延を回避するため。 

【年度計画】 

４１０億円 

理由：国からの運営費交付金の受け入れ等が３ヶ月程度遅延した場合における職員への人

件費の遅配及び事業費の支払い遅延を回避するため。 

【当年度における取り組み】 

実績なし 
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５．重要な財産を譲渡し、又は担保に供しようとするときは、その

計画 

小項目 No.28 重要な財産の譲渡等の計画 

 【中期計画】 

ドミニカ共和国サント・ドミンゴ学生寮土地・建物（在外移住事業関係資産）及びアル

ゼンチン国園芸総合試験場建物・施設の処分を計画 

【年度計画】 

中期計画で認可された財産の譲渡の準備を引き続き進める。 

【当年度における取り組み】 

１．アルゼンチン国園芸総合試験場建物・施設 

アルゼンチン国園芸総合試験場は、１９７７年に、日系園芸農家への営農支援を目的に

設置され、ＪＩＣＡの直轄事業として試験研究及び営農指導活動を行ってきた。 

その後、移住事業再編に伴い、その事業運営について見直しが検討された結果、土地の

借用期限の切れる平成１６年１２月に直轄事業による試験場としての役割を終え、試験場

がこれまで果たしてきた機能や活動を継続することを前提に土地の提供者であるアルゼン

チン国国立農牧技術院（ＩＮＴＡ）に移管することとし、同年１２月６日にＩＮＴＡに無

償譲渡した。 

なお、施設の残存価値は約４，６００万円であるが、以下の理由から総合的に検討した

結果、無償譲渡したものである。 

・ ＩＮＴＡは試験場の移管に際して、試験場がこれまで果たしてきた機能や活動を継続

するために必要な運営費、人件費等の予算を確保することを約束している。しかし、

施設の有償譲渡については、運営経費以上の予算措置は困難であるとの見解が示され

た。そのため、有償譲渡を前提とした場合はＩＮＴＡに対する施設譲渡が困難となり、

試験場機能そのもの、及びＪＩＣＡが蓄積してきた協力成果が失われる可能性がある

こと。 

・ 仮に譲渡しないことになった場合は、試験場の土地はＩＮＴＡから無償提供を受けて

おり、先方からの求めがあれば協力期間終了後には原状復帰させる必要があるため、

経費として約１，０００万円の追加的な支出が必要となることが見込まれたこと。 

 

２．ドミニカ共和国サント・ドミンゴ学生寮の土地・建物 

ドミニカ共和国サント・ドミンゴ学生寮の土地・建物については、対処方針検討に必要

な情報を収集した。 
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６．剰余金の使途 

小項目 No.29 剰余金の使途 

【中期計画】 

  剰余金が発生した際の使途は、中期計画の達成状況を見つつ、事業の改善・質の向上に

資する業務及び施設・設備の整備に充てることとする。 

【年度計画】 

剰余金が発生した際の使途は、中期計画の達成状況を見つつ、事業の改善・質の向上に

資する業務及び施設・設備の整備に充てることとする。 

【当年度における取り組み】 

 実績なし 
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７．その他主務省令で定める業務運営に関する事項 

（１）施設・設備に関する計画 

小項目 No.30 施設･設備に関する計画 

【中期計画】 

 業務実施上の必要性及び既存の施設の老朽化等に対応するため施設・設備の整備改修等

を計画的に行う。さらに、業務の適切な実施のため及び運営・利用の効率化のために、全

国内機関を対象とした総合的あり方調査（１年以内に実施）を実施する。 

 

平成１５年度から平成１８年度の施設・設備の整備に関する計画（単位：百万円） 

        施設・設備の内容       財源           予定額 

       中部国際センター建替え   施設整備資金        2,118 

       身障者対応施設整備     施設整備資金         200  

       既存施設改修        施設整備資金        3,214 

       計             施設整備資金        5,532 

 

【年度計画】 

施設・設備改修計画に基づいた設計・工事を実施する。また、平成１６年８月までに「国

内機関の総合的なあり方調査」を完了し、これに基づき施設・設備改修計画を改訂する。 

 

平成１６年度の施設・設備の整備に関する計画（単位：百万円） 

 

施設・設備の内容       財源          予定額 

身障者対応施設整備     施設整備資金        103 

既存施設改修等       施設整備資金        947 

計             施設整備資金        1050 

【当年度における取り組み】 

 施設・設備改修計画に基づいた設計・工事を実施するとともに、国内機関の総合的あり

方調査を完了した。 

 

１．平成１６年度の施設・設備の整備に関する実績 

 国内機関等の身障者対応設備整備及び既存施設整備については、施設・設備改修計画に

基づき、当初計画どおり設計・工事を行った。一般競争入札の結果、落札残額が生じた。 
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（単位：百万円） 

施設・設備の内容 予定額 執行額 

身障者対応施設整備 103 112

既存施設改修等 947 643

計 1050 755

 

２．国内機関の総合的あり方調査に関する実績 

国民等の協力活動の推進の観点から、機構の国内拠点としての国内機関の重要性がます

ます高まる一方、その立地条件や施設の老朽化、地域的な配置バランスなど、組織の効率

的・効果的な経営に向けた見直しを図る必要があることから、平成１５年度から国内機関

の総合的あり方調査を開始した。コンサルタントによる調査は１６年８月末に終了し、地

域の中で国内機関が果たしてきた役割や現在の活動状況を整理し、今後の課題として、首

都圏及び中部等の施設に関する代替案の検討や国内機関の配置構想等に係る提言を行った。 

この調査結果を踏まえて、機構では、途上国の現場のニーズを確実に受け止め、的確か

つ迅速に応えるための日本国内の実施体制の強化を図るとの観点から、国内事業及び国内

機関のあり方について検討を行い、平成１７年３月、国内事業の改革と国内機関の再編を

骨子とする「ＪＩＣＡ改革プラン（第二弾）」としてとりまとめ公表した。詳細は以下の枠

囲みのとおりであり、国内機関については、今後同プランに沿って、機能の集中と合理化

を進め、より効果的で効率的な体制を整備していく方針である。 

  

【ＪＩＣＡ改革プラン（第二弾）の骨子】 

１．国内事業の改革 

（１）研修員受入れ事業改革 

研修員受入事業の仕組みを、途上国のニーズに一層的確に即応できるよ

う再編し、現地のニーズと日本のリソースのマッチング機能や事業評価を

強化する。 

（２）市民参加協力事業の促進 

市民、ＮＧＯ、自治体、大学などをＪＩＣＡ事業のパートナーとして位

置づけ、その活動が今まで以上に途上国のニーズに合致したものとなるよ

う、連携を強化する。 

（３）調査研究と人材育成の強化 

国際協力総合研修所を、実践的シンクタンクとして位置づけ、援助現場

の経験、知識を集約し、現場主義の実践を担う機構関係者の能力向上を図

る。 
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２．国内機関の再編 

現場主義に基づく改革をさらに進め、事業の効果・効率化、迅速化を図るた

め、国内機関についても機能の集中と合理化を推進する。このため、全国を 

１０ブロックに分けて、それぞれのリソース、施設を踏まえ、研修員受入事業、

市民参加協力事業がもっとも効率的に実施できるよう機能と配置を見直す。 

（１）第一段階（第一期中期目標期間中の実施内容） 

ア．関東ブロックのうち、首都圏の国内機関を平成１８年４月に再編する。 

・ＪＩＣＡ東京を研修業務に特化、ＪＩＣＡ八王子の研修業務を吸収。 

・ＪＩＣＡ広尾は市民参加協力推進のために全国的拠点とし、ＪＩＣＡ

八王子とＪＩＣＡ東京の市民参加協力業務を吸収。 

・ＪＩＣＡ八王子は閉鎖。 

イ．ＪＩＣＡ中部の建て直し見直し。 

・中部ブロックのＪＩＣＡ中部は、老朽化により現行中期計画に建て替

えが盛り込まれているが、現在進めている改革に照らし合理的内容と

なるよう調整を進める。 

（２）第二段階 

・関西ブロック等８ブロックについて、ブロックごとに見直しを行うた

めの検討委員会を立ち上げ、平成１７年度中に具体的な方策を検討す

る。 

 

 



 145

（２）人事に関する計画 

小項目 No.31 人員の勤務評価、適正配置、能力開発の計画 

【中期計画】 

（イ）方針 

  効果的かつ効率的な業務運営のため、人員の適性配置により業務運営の効率化を図

る。また、業務内容の高度化及び専門化に対応するため、職員への研修、資格取得等の

促進を通じた職員の資質向上を図る。具体的には、 

●的確な勤務成績の評価を行い、仕事の難易度と役割の重要性を反映した処遇を実現す

ることで、職員の意欲を更に引き出すとともに、業務内容の質的向上と効率化を図り

うる適材適所の人事配置を行う。 

● 業務内容の高度化及び専門化に対応するため、国際機関への出向、専門家としての

活用も含め、プロジェクトマネジメント能力の強化及び開発課題に関する知見の深

化、並びに語学も含めたコミュニケーション能力涵養を目的とした研修又は機会を

提供し、国際協力のプロフェッショナルとしての能力開発に努める。 

【年度計画】 

ア．新人事制度（職能資格、人事評価、給与、退職金）の導入・定着を図る。 

イ．人事評価者研修を実施する。 

ウ．組織改革及び在外強化の方向性を踏まえた人事ローテーションを導入する。 

エ．新人事制度を踏まえた人材育成計画を作成する。また、新しい職員研修体系を導入

する。 

【当年度における取り組み】 

資格・昇格制度、給与・退職金制度、人事評価制度からなる新人事制度を導入し定着さ

せ、全職員の勤務成績の評価を実施するとともに、旧課長以上の職員に対しては評価結果

を１２月の賞与に反映させた。また、組織改革や在外強化の方向性を踏まえた職員の配置

に努めた。職員の能力開発については、人的資源マネジメントの視点を踏まえた人事制度

ハンドブックをとりまとめるとともに、実務を通じた職員の能力開発の機会を提供した。 

 

１．勤務成績の評価の実績並びに適材適所の人事配置の実績 

（１）勤務成績の評価の実績 

新人事制度については、職員への説明会の開催及び労働組合との交渉を経て、平成１６

年４月に新人事制度及び人事評価制度、７月に新給与制度・資格制度を導入した。人事評

価制度については、国内に勤務する管理職（チーム長、グループ長、部長、所長等）を対

象として評価者研修を実施するとともに、職員の理解をより確実なものとするための資料

を作成し配付した。これら、新人事制度の定着については、階層別研修において説明を行

うとともに、一般職員を対象とした人事制度説明会を開催するなどの方策を講じた。 

年二回の評価結果の提出状況はいずれも１００％となり、機構内で一定の理解が得られ
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ていると判断できる。１６年度上半期の評価より、試行的に旧課長職以上の職員を対象と

して評価結果を１２月の賞与に反映させた。 

 

（２）適材適所の人事配置の実績 

早期退職者の増加及び育児休職者の増加等の要因により在外事務所への人員シフトは計

画よりも進捗に遅れが生じたものの、初年度の人員再配置は概ね計画どおり達成した。 

また、平成１６年４月の組織改革とチーム制の導入に伴い、旧課長代理を新たに管理職

（チーム長及び主査）に位置づけ、管理職の責任と権限の明確化及び管理スパンの適正化、

意思決定の迅速化を図った結果、決裁の迅速化などの業務改善、管理職の組織運営に対す

る意識の向上という成果が現れた。 

平成１５年度には、機構の人事制度設計において「求める人材像」である基準人材像に

ついて定義を整理した。１６年度は、この基準人材像に基づいて初期ローテーションモデ

ル（キャリアパスモデル）を設定した。基準人材像とは、「援助マネジメントのプロフェッ

ショナル」と定義し、事業を的確に遂行するために必要なマネジメント能力と、「国・地域」

や「課題・分野」に関する専門能力とで構成されるものである。基準人材に至る前の職員

の配置については同ローテーションモデルに基づき適材適所の配置に努めるとともに、人

事評価面接を通じた人材育成に努めた。 

 

２．職員の能力開発 

援助マネジメントのプロフェショナルとしての基準人材像に到達するため、職員が備え

るべき能力の育成に関して、職務を通じて専門性を蓄積できるよう職員の専門区分設定及

びキャリアパスモデルの策定を行った。また、上記基準人材像に到達するために必要とさ

れる基礎的な研修項目の抽出を行い、研修体系表として取りまとめた。管理職や職員が総

合的な能力開発について理解を深めるため、新人事制度及び職員研修制度からなる機構の

人材育成の方針について整理したハンドブック（案）を作成した。さらに、より高度な能

力育成に対応するために、国際協力総合研修所の知見を戦略的に活用することとし、新た

な研修プログラムの開発を同研修所が中心となって推進することにした。 

平成１６年度の既存の職員研修については、「階層別研修」１，９７０人、「専門研修」    

７５３人、「語学研修」４２２人を実施した。階層別研修受講人数が多いのは、人事評価制

度の導入に伴い、集中的に目標設定および評価者研修を管理職向けに実施したためである。

専門研修については、特に新設コースとして、ジェンダー分野（参加型研修など）、国を見

る視点を養うシリーズなどを実施した。 

この他、国際機関との人事交流、省庁との人事交流、職員の専門家としての派遣など、

実務を通じた職員の能力開発の機会を提供した。 
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小項目 No.32 常勤職員数と人件費総額 

【中期計画】 

（ロ）人員に係る指標 

 期末の常勤職員数を期初の 3人減とする。 

(参考１) 

  期初の常勤職員数 1,329 人 

  期末の常勤職員数 1,326 人 

(参考２) 

  中期目標期間中の人件費総額見込み 54,925 百万円 

 但し、上記の額は、役員報酬並びに職員基本給、職員諸手当、超過勤務手当、休職者給与、

技術協力派遣職員給与、法定福利費及び児童手当拠出金に相当する範囲の費用である。 

【当年度における取り組み】 

平成１６年度末の常勤職員数は１，３２８名（平成１６年度採用者で、本人の都合によ

り平成１７年４月１日入構となった者を含む）となった。 

また、平成１６年度の人件費は、予算額１５，４５４，２２０千円に対し、支出実績額      

１５，０７６，８０９千円であった。 
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（３）その他中期目標を達成するために必要な事項 

（イ）監査の充実 

小項目 No.33 外部監査の実施等監査の充実 

【中期計画】 

（イ）監査の充実 

外部監査の実施等監査の充実を図り、適正な業務運営を図る。 

【年度計画】 

平成１５年度に引き続き、会計監査人による外部監査に加え、独立行政法人化に伴う内

部監査について、在外契約に係る監査法人等による知見を得ての内部統制強化等を通じた

監査体制の整備、並びに監査法人の手法・意見の採用及び不定期の監査の実施等を通じた

監査の充実を図る。 

【当年度における取り組み】 

 会計監査人による外部監査を実施するとともに、内部監査を実施し監査結果に基づく改

善の指示・再発防止への注意喚起を図った。また、無償資金協力事業における技術的監査

を実施した。 

 

１．会計監査人による監査 

会計監査人（新日本監査法人）による監査を、平成１６年度の差引簿及び科目台帳を対

象に、本部については１６年１１月から１７年３月に、国内機関及び在外事務所について

は１６年９月から１７年３月に実施した。 

 

＜期中において会計監査人が監査した機関＞ 

４国内機関：ＪＩＣＡ札幌、ＪＩＣＡ帯広、ＪＩＣＡ広尾、ＪＩＣＡ横浜 

７在外機関：ミャンマー事務所、ウズベキスタン事務所、シンガポール駐在員事務所、バ

ングラデシュ事務所、ボリビア事務所、英国事務所、セネガル事務所 

 

２．内部監査 

内部監査は、理事長直轄の組織である監査室が、本部、国内機関および在外機関（プロ

ジェクト等の協力活動現場を含む）の全組織を監査対象とし、書面監査及び実地監査を行

っている。監査の種類は、①年間計画に基づいて実施する定期業務監査と定期会計監査、

②課題別監査、③フォロー監査、④随時監査（抜き打ち監査を含む）である。 

監査結果の報告は直接理事長に行い、関係部署に対しその改善を指示し、その内容につ

いて取りまとめた報告書を全部署に配布し、再発防止への注意喚起を図っている。 

 

平成１６年度には、以下の機関を対象に監査を実施した。（＊印を付した機関では抜き打

ち監査を実施した。） 
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本部：総務部等１３部局 

国内：ＪＩＣＡ沖縄＊、ＪＩＣＡ九州＊、ＪＩＣＡ大阪＊、ＪＩＣＡ東京＊、ＪＩＣＡ四

国＊ 

在外：シリア事務所、ヨルダン事務所、ウルグアイボランティア調整員事務所、 

ブラジル事務所、コロンビア事務所、ブータン駐在員事務所、 

カンボジア事務所、ミャンマー事務所、マラウイ事務所、ザンビア事務所、 

南アフリカ共和国事務所、マレーシア事務所＊、フィリピン事務所＊ 

 

なお、平成１５年度に行った公認会計士による在外事務所における調達方法の調査結果

に基づく提言を受け、在外事務所を対象とした監査においては、当該国の調達環境につい

て現地の弁護士や公認会計士からも情報を聴取、監査を補完した。 

 

３．無償資金協力事業に係る技術的監査 

４カ国（中国、フィリピン、ガイアナ、モーリタニア）の４案件について実施した。対

象案件は、地域的に偏りがないように配慮しつつ、まさに完成しようとしているか、或い

は完成間もない案件を選び、契約（技術仕様、設計図書）に合致して完成しているか否か、

設計変更等がなされている場合は、適切な手続きが取られていたか否かについて調査を行

った。その結果、全案件について無償資金協力ガイドラインに則って事業が適正に実施さ

れていることが確認された。この監査の特色は、直前までコンサルタントや業者のみなら

ず、先方政府、在外公館、機構の在外事務所など関係者に実施することを伝えない「第三

者による抜き打ち検査」である点である。この技術的監査は、今年度で２回目となるが、

関係者に対する「抜き打ち」実施のインパクトは大きく、平成１６年度の監査結果から、

いずれの案件についてもガイドラインに忠実に業務を実施してきたことが伺われた。 
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（ロ）各年度の業績評価 

小項目 No.34 各年度の業績評価と業務運営への反映 

【中期計画】 

（ロ）各年度の業績評価 

  各年度の業績に関し、外部有識者を含めて法人内部で評価を行い、業務運営に反映させ

る。 

【年度計画】 

年度計画に基づき執行された各事項の業績について、外部有識者を含めて内部で評価を

行い、その結果を以降の業務運営に反映させる。 

【当年度における取り組み】 

独法評価に適確に対応するため、１）業務実績のモニタリング(年２回)、２）内部の業

績評価委員会及び外部検討委員による検討、自己評価、３）部署別年間業務計画を通じた

目標管理、等の仕組みを本格的に稼動させるとともに、外務省独立行政法人評価委員会及

び総務省政策評価・独立行政法人評価委員会の平成１５年度評価結果を機構の各種会議体

に周知徹底し業務運営への反映させた。具体的には以下のとおり。 

 

１．専管の組織体制による業績管理・評価 

平成１６年度は、１５年度に新たに設置した業績評価のための組織体制により、１５年

度業績報告及び評価結果への対応、並びに１６年度業績のモニタリング、取りまとめ、内

部評価等を行った。総務部に設置された業績評価の専管部署｢業績評価チーム｣が機構の業

績のモニタリング（年２回）、取りまとめ、評価結果のフォローアップ等を行い、総務担当

理事を長とする｢業績評価委員会｣が業績の報告、自己評価、業務運営への反映等について

審議を行い理事会に報告した。また、自己評価の質の向上と客観性の担保を図るため外部

有識者３名を外部検討委員として委嘱し、１５年度業績報告や１６年度の進捗状況等につ

いてその意見を反映させた。 

なお、平成１６年度の業務実績の取りまとめに当っては、指標毎の責任部署からのヒア

リングを行い、特に実績内容の具体的な成果を把握することに努めた。 

 

２．業績評価結果の業務運営への反映 

 外務省独立行政法人評価委員会の評価結果を受け、平成１６年度には、１５年度に行った

さまざまな制度改善方策の導入等の取り組みが具体的な成果を出すことを念頭において業

務運営に注力した。また、実績報告に対する各種の指摘事項については、機構として的確か

つ具体的な対応を図り（例：財務諸表に関する指摘を受け、損益計算書付属明細を改善。）、

この取組状況については１６年１２月の外務省独立行法人評価委員会において報告した。 

また、総務省政策評価・独立行政法人評価委員会の意見を受けて、国内機関の施設毎の

実績、被援助国等における広報活動についても実績を報告できるよう準備した。 
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３．部署毎の業務運営への反映 

 中期計画に基づく年度計画の達成を各部署の業務運営、人事評価と連動させるため、平成

１５年度に試行導入した「部署別年間業務計画」を１６年度から本格導入した。本部・在外

事務所・国内機関の各部署の計画について担当理事が確認をし、本部分については理事会で

討議した。また、１６年度上半期の部門長の人事評価から同計画の実施状況を反映させてお

り、｢部署別年間業務計画｣を用いて業績評価制度を部署毎の業務運営に関連させる業務管理

が一定の定着をみた。 

また、中期計画、年度計画、業績評価指標、責任部署、業務実績等を記載した業績評価

管理データベースによる業績管理の仕組みについても、平成１６年度の年度計画の策定か

ら進捗管理、実績報告に至る業績評価の一連の作業の過程で定着化している。 

 

４．機構内部への制度の周知 

一般職員への業績評価に関する認識の向上のため、業績評価セミナーを開催した   

（１３０人が参加）ほか、国内、在外の機関長会議や職員研修などで積極的な説明に努め

た。 

以上 
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国別の取り組み 
 

１６年度に実施した国別のプロジェクトの概況は以下のとおり。（プロジェクト件数は技術協
力プロジェクト、開発調査及び無償資金協力基本設計調査の合計数。） 
 
（１）東南アジア・インドシナ地域 
ア．インドネシア 
（ア）「民間主導の持続的な成長」実現のための支援：３８件 
（イ）「民主的で公正な社会造り」のための支援：５４件 
（ウ）「平和と安定」のための支援：３件 
 
イ．マレーシア 
（ア）経済の競争力強化：５件 
（イ）人的資源開発：５件 
（ウ）環境と持続的開発：３件 
（エ）格差是正：１件 
（オ）南南協力 
  第三国研修（コンピューターネットワーク技術」等）による協力を行った。 

 
ウ．フィリピン 
（ア）持続的成長のための経済体質の強化及び成長制約要因の克服：２４件 
（イ）格差の是正（貧困緩和と地域格差の是正）：２０件 
（ウ）環境保全と防災：８件 
（エ）人材育成・制度造り：７件 
   
エ．タイ 
（ア）競争力の強化：１４件 
（イ）社会開発と貧困削減：１５件 
（ウ）持続的開発：９件 
（エ）地域協力：９件 
   
オ．ミャンマー 
（ア）経済構造調整：２件 
（イ）農業・畜産業・水産業開発：４件 
（ウ）保健／医療の改善：３件 
（エ）教育の改善：２件 
（オ）市民生活の確保：１件 
（カ）グローバル・イシュー 
 国別研修（「ハンセン病対策」等）による協力を実施した。 
 
カ．ベトナム 
（ア）人造り・制度造り（特に市場経済化移行支援）：１０件 
（イ）電力・運輸等インフラ整備：８件 
（ウ）農業農村開発：８件 
（エ）教育・保健医療：８件 
（オ）環境：５件 
（カ）その他：１件 
 
キ．ラオス 
（ア）人造り：６件 
（イ）ＢＨＮ支援：６件 
（ウ）農林業：４件 
（エ）インフラ・エネルギー：１０件 
  
ク．カンボジア 
（ア）グッド・ガバナンス：５件 
（イ）経済振興のための環境整備：２件 
（ウ）経済・社会インフラの整備：１３件 

資料編１ 
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（エ）保健医療の充実：７件 
（オ）教育の充実：４件 
（カ）農業・農村開発：８件 
（キ）地雷除去・障害者支援：１件 
（ク）環境資源管理：２件 
 

（２）東アジア地域 
ア．中華人民共和国 
（ア）環境問題など地球規模の問題に対処するための協力：１５件 
（イ）改革・開放支援：６件 
（ウ）相互理解の促進：１件 
（エ）貧困問題克服のための支援：１１件 
（オ）その他：１件 
 
イ．モンゴル 
（ア）産業振興のための経済基盤及び条件整備：２件 
（イ）市場経済化移行のための知的支援、人材育成：２件 
（ウ）農業・牧畜業振興：２件 
（エ）基盤生活支援（教育、保健・医療、水供給）：２件 
（オ）その他（環境）：３件 
 
（３）南西アジア地域 
ア．バングラデシュ 
（ア）農業・農村開発と生活向上：７件 
（イ）社会分野（基礎生活、人的資源開発）の改善：７件 
（ウ）投資促進・輸出振興のための基盤整備：１件 
（エ）災害対策：１件 
（オ）援助吸収能力の向上 
 個別専門家(「援助調整アドバイザー」）及び本邦研修（「援助吸収能力の向上」）による協
力を行った。 

 
イ． ネパール 
（ア）社会サービスの充実と住民のエンパワメントを通じた国民生活の改善：５件 
（イ）農業生産及び所得向上による生活水準の向上：３件 
（ウ）経済・社会インフラの整備による産業振興と国民生活の改善：２件 
（エ）持続可能な開発を通じた環境保全：２件 
（オ）その他：１件 
 
ウ．パキスタン 
（ア）保健：４件 
（イ）教育・ジェンダー：２件 
（ウ）ガバナンス・経済改革：１件 
（エ）水：４件 
（オ）環境：４件 
（カ）経済基盤・経済発展：４件 
（キ）農林水産業：２件 
  
エ．スリランカ 
（ア）経済基盤整備：２件 
（イ）鉱工業開発：３件 
（ウ）農林水産開発：２件 
（エ）人的資源開発：２件 
（オ）保健医療システムの改善、整備：４件 
（カ）環境保全：１件 
（キ）和平プロセス及び開発復興支援：３件 
  

（４）中米・カリブ地域 
ア．ドミニカ共和国 
（ア）農村の収入向上：２件 
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（イ）地方貧困層の健康改善：２件 
（ウ）基礎教育及び職業・専門教育の改善：１件 
（エ）環境保全と回復：１件 

 
イ． ホンジュラス 
（ア）公正で持続可能な経済成長の加速化 

個別専門家（農産物流通）による協力を行った。 
（イ）地方における貧困削減：１件 
（ウ）人的資本への投資：５件 
  
ウ．メキシコ 
（ア）地域・貧富の格差是正：５件 
（イ）産業開発と地域振興：６件 
（ウ）環境対策と自然環境保全：３件 
（エ）南南協力 

南南協力（広域）企画調査員を派遣した。 
 

（５）南米地域  
ア．アルゼンチン 
（ア）地域及び所得格差の是正：８件 
（イ）環境保全対策：６件 
（ウ）日亜パートナーシップ・プログラムの推進：３件 
（エ）日系人・日系社会を活用した技術協力の推進 
 第三国専門家（「中小企業組織化」）の案件形成を行った。 
 

イ． ボリビア 
（ア）基礎的生活分野及び貧困対策：１０件 
（イ）道路・橋梁などのインフラ整備：１件 
（ウ）環境保全：１件 
  
ウ．ブラジル 
（ア）環境保全：５件 
（イ）国際競争力強化：２件       
（ウ）格差是正のための地域振興・社会開発：３件 
（エ）三角協力 
 第三国研修（「都市内鉄軌道交通輸送システム」等）による協力を行った。 
 
エ．パラグアイ 
（ア）メルコスールに対応するための競争力の強化と経済成長の促進：１４件 
（イ）貧困層を主な対象とした保健医療と教育の充実：１件 
（ウ）天然資源の持続的開発と環境の保全：１件 
（エ）国家及び地方の行政能力の向上 :２件 

 
（６）アフリカ地域 
ア．ガーナ 
（ア）地方農村部の活性化：９件 
（イ）ポテンシャルを活かした産業育成：２件 
（ウ）行政能力の向上：３件 
 
イ．ケニア 
（ア）人材育成：４件 
（イ）農業開発：３件 
（ウ）環境保全：４件 
（エ）保健・医療：４件 
（オ）経済インフラ整備：５件 
  
ウ．マラウイ 
（ア）基礎生活支援：4件 
（イ）経済インフラ整備：3件 
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（ウ）中小・零細企業育成 
      国別研修による協力を行った 
（エ）人材育成：2件 
（オ）持続的開発のための資源保全・環境保護：1件 

  
エ．タンザニア 
（ア）農業・零細企業の振興：３件 
（イ）人口、エイズ及び子供の健康問題への対応：４件 
（ウ）基礎教育支援：１件 
（エ）都市部における基礎インフラ整備等による生活環境改善：５件 
（オ）貧困削減のための行政能力強化：３件 
 
オ．ザンビア 
（ア）農村開発を中心とする貧困対策への支援：1件 
（イ）費用効果の高い保健医療サービスの充実：4件 
（ウ）均衡のとれた経済構造形成の努力に対する支援：2件 
（エ）自立発展に向けた人材育成・制度構築：1件 
（オ）地域相互協力の促進 
 第三国研修（住民参加型給水開発・水産増養殖普及・ＰＲＳＰモニタリング制度構築のた   
めの地方行政能力向上）による協力を実施した。 

 
カ．セネガル 
（ア）基礎生活の向上（水供給・教育・保健医療社会基盤整備）：５件 
（イ）環境保全（砂漠化防止）：１件 
（ウ）農水産業：２件 
   

（７）中東地域 
ア．アフガニスタン 
（ア）和平プロセスへの支援（DDR 職業訓練）：１件 
（イ）復興・開発支援に対する協力（教育、保健医療、インフラ、農業、ジェンダー）：１５

件 
（ウ）継続的な復興支援と地方開発支援：２件 
（エ）長期的視野に立った人材育成 
   国別研修による協力を行った。 
 
イ．トルコ 
（ア）環境改善：１件 
（イ）経済社会開発促進のための人材育成：４件 
（ウ）地域間格差是正のための農漁業及び保健医療等基礎生活分野の改善：３件 
（エ）南南協力の支援：１件 
  上記の他、第三国研修（「地下資源・評価」及び「地震工学」）による協力を行った。 
（オ）地震災害振興・防火制度強化：２件 
 
ウ．エジプト 
（ア）経済・社会基盤の整備、産業の振興：7件 
（イ）貧困対策：2件 
（ウ）人材育成、教育の充実：２件 
（エ）環境の保全、生活環境の向上：２件 
（オ）南南協力の推進：10 件 
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開発課題別の取り組み 
 

１６年度に実施した開発課題別のプロジェクトの概況と質の向上のための取り組みは以下の
とおり。（プロジェクト件数は技術協力プロジェクト、開発調査及び無償資金協力基本設計調査
の合計数。） 
 
（１）ガバナンス 
ア.ガバナンス分野の協力については、以下のとおり事業を実施した。 
（ア）民主化支援 

研修事業（「パレスチナ民主化支援」）等による協力を行った。 
（イ）法整備支援：９件 
（ウ）行政全般に対する能力向上：２７件 
  
イ.協力事業の質の向上を目的とした以下の活動を行った。 
（ア）課題別指針の基となるガバナンス分野の調査研究を完成させ課題別指針を策定作業中。 
（イ）ガバナンス分野課題タスクフォースを設置した。 

 
（２）平和構築支援 
ア. 平和構築支援分野の協力については、当該国・地域の社会・経済状況や紛争の特徴、例え
ば紛争の要因や紛争状態にあった期間、関係する人々への紛争のインパクト、紛争終結の様
態、紛争後の国際的な支援体制等、相手国の実情にあわせ、以下の分野を組み合わせた支援
を行った。 
アプローチを通じた「和解の促進」、「ガバナンス」体制の改善に向けた協力、「治安回復」、
住民が基本的ニーズを満たした生活を再建するために最低限必要とされる「社会基盤整
備」、基礎的な経済ニーズの充足や経済基盤の継続的な安定化を図るための「経済基盤整
備」、「社会的弱者支援」、技術協力を通じた「人道緊急援助」 

また平成１６年度にはプロジェクト形成調査と開発調査の本格実施を連続して継ぎ目なく
行う「人間の安全保障一体実施型」（通称「一気通貫プロジェクト」）を平和構築分野の協力
において初めて導入した。 

イ.協力事業の質の向上を目的とした以下の活動を行った。 
（ア）５月にノルウェー政府と協同で平和構築支援セミナーを開催し、スリランカにおける平

和構築支援の教訓事例の共有を行った。また、１０月には中近東地域セミナー｢平和構築
支援｣を開催し、当該地域における平和構築支援分野の地域戦略案を策定した。 

（イ）課題タスクフォース｢平和構築支援｣を立ち上げた。１６年度はタスク会議を２回開催し、
情報の共有と意見交換を行った。また、４つのサブタスク（課題別指針改訂、人材育成・
確保、ファーストトラック、教訓事例集）を立ち上げ、課題別指針の改訂、人材育成・確
保プランの改訂、ファーストトラックの体制整備、教訓事例集のとりまとめを開始した。 

（ウ）平和構築アセスメントをイラク、スーダン、シエラレオーネ、大湖地域において実施し
た。また、グアテマラ、東ティモール、ボスニア・ヘルツェゴビナ、パレスチナのプロジ
ェクト形成調査で平和構築アセスメントを活用した。 

（エ）平和構築支援事業の１５年度事業実績集計を行った。 
（オ）特定テーマ別評価（平和構築支援）を実施し、平和構築支援事業実施にかかる提言を抽

出し、改善のための具体的なアクションプランを策定した。 
 
（３）ジェンダー主流化／ＷＩＤ 
ア.ジェンダー・ＷＩＤ分野の協力については、課題別指針に基づき以下の事業を実施した。 
（ア）ＷＩＤ案件：２２件 
（イ）ジェンダー平等案件：３件 
（ウ）ジェンダー関連案件：その他すべての案件 
 
イ.協力事業の質の向上を目的として、以下の各種会合を開催した。 
（ア）ジェンダー懇談会：１回(３月２５日開催）ＪＩＣＡのジェンダー主流化の平成１６年

度活動と平成１７年度計画案について報告し、有識者から助言を得た。 
（イ）課題別支援委員会(「多様な社会・文化におけるジェンダー主流化のあり方研究」への

技術面を中心とした助言を得ている。援助の効果・便益の公平性の確保のためのきめの細
かい配慮を目的とする研究である。）：４回 

（ウ）分野課題別タスク会合（本年度は上述調査研究がタスク課題の中心）：７回。 
（エ）ジェンダー責任者会議：セミナーとして４回開催。会議として１回(３月１７日開催）。

なお、責任者会議の体裁はとらないが、全体部長会・理事会で、ジェンダー主流化の取り
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組みの進捗や課題、国際潮流等につき、意思決定レベルでの共有目的に報告を随時行って
きた。 

（オ）ジェンダー担当者会議(共通業務・課題別にグループ化し分割実施。本部全部署・１１
国内機関をカバー）：６回 

 
（４）情報通信技術 
ア．情報通信技術分野では以下のとおりプロジェクトを実施した。 
（ア）IT 政策策定能力の向上：２件 
（イ）IT 人材の育成：７件 
（ウ）通信基盤の整備：４件 
（エ）各分野への IT 活用による効率・効果の向上：７件 
（オ）IT 活用による援助における効率・効果の向上：１件 
（カ）放送分野：３件 
イ．協力の質の向上を目的とした以下の活動を行った。 
（ア）課題別支援委員会について、委員の人選を行い、課題別支援委員会を開催した。個々の

プロジェクトについての国内委員会を５回実施した。 
（イ）分野・課題ネットワークシステムについて、１５件データを掲載した。 
（ウ）国際協調としてＥＢＲＤとの共催セミナーを 8月末に実施した。 
（エ）課題別ビデオ（情報通信技術）（日本語版、英語版）を作成した。課題別ホームページ

（情報通信技術）を作成した。ＪＩＣＡフロンティア１１月号情報通信特集を提案し、発
刊した。ＪＩＣＡフロンティア８月号にタイ教育用情報技術開発能力向上の投稿記事が掲
載された。第１回ＪＩＣＡグッドプラクティス評価賞のフィードバック優秀評価賞とフィ
ードバック推進・総合賞を受賞した。 

 
（５）運輸交通 
ア．運輸交通分野については以下のとおりプロジェクトを実施した。 
（ア）運輸交通インフラ整備：７０件 
（イ）運輸交通実施体制強化：２６件 
  

イ．協力事業の質の向上を目的とした以下の活動を行った。 
（ア）適正技術の検証及び定着のため、以下のプロジェクト研究を実施した。 

①開発調査における JICA 環境社会配慮ガイドラインの運用のための基礎研究 
②ＰＰＰ（官民パートナーシップ）を伴うインフラ整備・運営事業に関するプロジェクト
研究 

（イ）実際に事業で途上国固有の特性に対応した適正技術の検証を目的とした試験的事業とし
て、「ケニア国ナイロビ市都市交通網整備計画」において、従来から交差点の容量オーバ
ーにより渋滞していた交差点の改良及び信号設置を行った。 

（ウ）課題別指針及び開発課題に対する効果的アプローチの最終ドラフトを作成した。 
 
（６）都市開発 
ア．都市開発分野については以下のとおりプロジェクトを実施した。 
（ア）都市の持続的成長：８件 
（イ）都市内貧困削減：１件 
（ウ）都市開発人材育成：１件 
（エ）都市基本情報整備：８件 
イ．協力事業の質の向上を目的として、「都市・地域開発」に係る開発課題に対する効果的ア
プローチ及び課題別指針の最終ドラフトを作成した。 

  
（７）教育 
ア．教育分野については以下のとおりプロジェクトを実施した。 
（ア）基礎教育：４１件 
（イ）高等教育：１１件 
（ウ）職業訓練：１９件 
   
イ.協力事業の質の向上を目的とした以下の活動を行った。 
（ア）ノンフォーマル教育課題別指針を策定した。また、調査研究も計６回の研究会を了した

（平成１７年５月に報告書完成済）。 
（イ）以下のとおりシンポジウムを開催した。 

・「ＪＩＣＡ教育協力の経験と今後の方向性」（２００４年７月） 
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・「ノンフォーマル教育と開発（ＵＮＥＳＣＯとの共催）」（２００４年１０月１３日、１
４日） 

・「ＥＦＡ達成に向けて」（２００５年３月） 
（ウ）ＦＴＩ（Fast Track Initiative）に対応すべく、世銀を中心とする作業部会（メール

ベースでの意見交換等）にメンバーとして参加しているほか、ＦＴＩの年次会合に参加し
た。また、関連の報告会や勉強会を実施した。 

 
（８）社会保障 
ア．社会保障分野の協力については以下のとおり実施した。 
（ア）障害者支援：８件 
（イ）雇用：４件 
（ウ）社会福祉：３件 
イ．協力事業の質の向上を目的とした以下の活動を行った。 
（ア）職員等に対する研修・セミナーを実施した。 
 ・障害者支援に関する職員研修（初級）を２回実施した。 
   （参集者 第１回２７名、第２回１４名） 
 ・障害者支援に関する職員研修（中級）を 1回実施した。（参集者１３名） 
 ・「日本の社会保障整備の経験」に関する公開セミナーを開催した。（参集者４０名）            
（イ）関連情報の整備を開始した。 
 ・社会保障分野全般にわたる案件実績を整理。全プロジェクトの案件概要表をナレッジマ   

ネジメント（ＪＩＣＡ内部の課題別データベース）において整備した。 
 ・障害者支援に関する課題別指針の英訳を作成し、ホームページで公開した。 
 ・障害者支援に関する国内のリソース機関および人材リストを作成した。 
 ・カナダによる障害者支援に関する講演会を開催し、その手法に関する情報を収集した。 
 ・アラブ・イスラム地域における障害者支援アプローチに関し、外部研究者を活用し委託研  

究を実施した。 
 ・障害者支援以外の社会保障分野（医療保障、年金、社会福祉、労働・雇用）について、外

部専門家の知見を活用するため、「社会保障」分野課題別支援委員会を組織した。 
 
（９）保健医療 
ア．保健医療分野の協力については以下の通りプロジェクトを実施した。 
（ア）感染症対策：４２件 
（イ）リプロダクティブヘルス・母子保健：２４件 
（ウ）保健医療システム整備２５件 
（エ）保健人材開発：３１件 
（オ）復興支援・平和構築の内、保健医療に関連するもの：５件 
イ．協力事業の質の向上を目的とした以下の活動を行った。 
（ア）リプロダクティブヘルス分野の効果的アプローチに係る報告書を完成させるとともに、

同分野の課題別指針（案）を作成した。 
（イ）ＨＩＶ／ＡＩＤＳについては、サブサハラアフリカにおける戦略を策定した。結核につ

いては、戦略案を策定した。 
（ウ）ＷＰＲＯ（ＷＨＯ西太平洋事務局）との連携にて大洋州ＥＰＩプロジェクトを立ち上げ

た。また、ＷＰＲＯとの定期協議を実施した。 
 

（１０）自然環境保全 
ア．自然環境保全分野では以下のとおりプロジェクトを実施した。 
（ア）地域住民による自然資源の管理能力の向上：２２件 
（イ）生物多様性の高い地域・生態系の保全：１６件 
（ウ）荒廃地の植生の回復：７件 
イ．協力事業の質の向上を目的として、自然環境保全分野の協力についての部内及びグループ
内の勉強会を実施した。 
 

（１１）公害対策 
ア．公害対策分野の協力については 概ね以下のとおりプロジェクトを実施した。 
（ア）大気汚染・酸性雨：６件  
（イ）水質汚濁：２３件  
（ウ）廃棄物処：１６件 
（エ）その他公害対策：１６件 
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（１２）水資源 
ア．水資源分野(防災分野含む）について以下のとおりプロジェクトを実施した。 
（ア）安全な水の安定した供給：５９件  
（イ）総合的な水管理の推進：１１件  
（ウ）水質の改善を通じた環境保全：７件 
（エ）防災対策の強化：３１件 
イ.協力事業の質の向上を目的として、昨年度作成した「（水資源）開発課題の効果的アプロー
チ」（ドラフト）を完成させるとともに、それをベースに課題別指針を作成した。 
 

（１３）貧困削減 
ア．貧困削減分野については以下のとおりプロジェクトを実施した。 
（ア）貧困削減に対する体制整備：４件 
（イ）貧困層の収入の維持・向上：４件 
（ウ）貧困層の基礎的生活の確保：５件 
（エ）外的脅威の軽減：１件 
イ.協力事業の質の向上を目的とした以下の活動を行った。 
（ア）開発課題（貧困削減）に対する効果的なアプローチを検討するためのハンドブック（貧

困削減実務マニュアル）を作成し、本部、在外事務所、国内センターに配布するとともに、
職員向けセミナーを実施した。貧困削減案件の形成・実施・評価のための実務マニュアル
の改訂は、これらセミナー等の結果に基づき来年度に実施する予定。 

（イ）貧困削減にかかるナレッジサイトの案件情報や各種セミナー等の結果の掲載を行い、内
容の更新・充実を図った。 

（ウ）上記（ア）による職員向け研修に加え、大学での貧困削減に関する講演を行い、貧困削
減の主流化を図った。 

 
（１４）農業開発・農村開発 
ア．農業・農村分野の協力については以下の通りプロジェクトを実施した。 
（ア）国及び地域における開発計画の策定：３５件 
（イ）貧困対策：２件 
（ウ）生産基盤整備・管理：２０件 
（エ）生産物流通加工及び市場アクセスの改善：８件 
（オ）技術の開発・普及支援体制の整備：７１件 
（カ）住民組織化、行政機関等の能力向上：１８件 
イ．協力事業の質の向上を目的とした以下の活動を行った。 
（ア）農業・農村分野の課題別指針を、課題別アプローチと統合し、課題別指針を更新し、ナ

レッジサイト上に公開した。 
（イ）農業・畜産等の各サブセクター（水管理、農協等）の勉強会を設置し、それぞれのサブ

セクターで分野別勉強会を実施した。  
（ウ）課題別アプローチ及び指針のセミナーを開催したほか、３月に国別農業・農村開発計画

の部内セミナーと九州大学でベトナムハノイ農大研究協力セミナーを実施した。 
 
（１５）水産開発 
ア．水産分野では以下のとおりプロジェクトを実施した。 
（ア）水産資源の保全管理：１１件 
（イ）漁村・漁民の貧困削減：２２件 
（ウ）水産物の有効利用：５件 
イ.協力事業の質の向上を目的として、有識者(大学教官ら１６名）からのコメントを踏まえて
課題別指針（暫定版）を完成させ、その紹介を目的とする公開セミナーを３月２３日に開催
した。 

 
（１６）経済政策 
ア．経済政策分野では以下のとおりプロジェクトを実施した。 
（ア）財政・金融制度、経済制度の構築：３件 
（イ）開発途上国側の政策実施・運営能力の向上：２３件 
（ウ）市場経済化の促進 
 プロジェクト形成調査（「カザフスタン国開発金融」）を実施した。 
イ．協力事業の質の向上を目的とした以下の活動を行う。 
（ア）経済政策分野の課題別指針を２００５年２月に完成させた。 
（イ）２００４年７月にＩＭＦ本部に調査団を派遣し、ＩＭＦの技術協力についての調査およ
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び今後の連携についての協議を行った。また、２００４年８月にＩＭＦ技術協力に係るセ
ミナーを開催した。 

（ウ）上記セミナーの他、２００５年２月に、集積型産業発展戦略に係るセミナー、創業・経
営支援サービスに係るセミナー、法と市場経済に係るセミナーを実施した。 

（エ）経済政策・金融分野の事業実績、課題体系図、基本統計、外部関係者リスト、協力の歴
史等の情報の取りまとめを行い、ナレッジマネジメントサイト上に公開した。 

 
（１７）民間セクター開発 
ア．民間セクター開発分野では以下のとおりプロジェクトを実施した。 
（ア）中小企業振興：２０件 
（イ）産業金融基盤整備：３件 
（ウ）貿易･投資促進：８件 
（エ）産業基盤制度整備：１６件 
（オ）産業技術向上：１７件 
（カ）産業公害対策：１件 
（キ）観光開発分野：1件 
イ.協力事業の質の向上を目的とした以下の活動を実施した。 
（ア）民間セクター開発にかかるプロモーションビデオ（日本語版、英語版、サマリーヴァー

ジョン）を完成した。 
（イ）各種研究会等へ参加し関連機関等の情報交換を行った。アセアン地域援助研究会へ参加

し、アセアンにおける経済連携等への対応を強化した。また、ＣＬＭＶ産業協力研究会に
参加し後発アセアン加盟国への、地域協力を視野に入れた案件形成に向けての情報交換、
意見交換を実施した。 

（ウ）各種プロジェクト研究の実施（アセアン経済連携を視野に入れた案件形成に向けての調
査・研究の実施。具体的には、アセアン輸出管理、アセアン統計調査プロジェクト研究２
件を実施し、アセアンとの経済連携や、アセアン統合への支援を視野にいれた案件形成へ
の研究を実施した。 

（エ）中小企業振興セクター、観光セクター開発の両課題にかかる分科会からなる開発課題別
支援委員会の設立準備のための手続きを開始した。 

（オ）ＤＡＣ貧困削減ネットワーク（Network on Poverty Reduction、略称：ＰＯＶＮＥＴ）
の民間セクター開発ワーキンググループ（Private Sector Development Working Group、
略称：ＰＳＤＷＧ）への協力（外務省国際機構課、ＪＢＩＣ等との会議参加、ＰＯＶＮＥ
Ｔ･ＰＳＤＷＧ ワーキングペーパーへのコメント出し等）を行った。 

（カ）日本センターチーム主催の課題タスクに参加し、ビジネス人材育成にかかる連携関係を
構築した。 

（キ）ナレッジサイト上に民間セクターを構成する６つのサブセクター別に、これらの分野に
おける案件形成、協力実施等に必要な基礎情報を整備した。 

（ク）中小企業・産業技術・地場産業・裾野産業振興にかかる全国のＪＩＣＡ国際センターの
本邦研修の内容、講師、テキストなど約３０件を収集、整理し、ナレッジサイト上に内部
公開した。 

（ケ）ＵＮＤＰと連携しアフリカにおける中小企業振興の可能性をさぐるべくプロジェクト形
成調査を行った。 

 
（１８）エネルギー・鉱業 
ア.エネルギー・鉱業分野では以下のとおりプロジェクトを実施した。 
（ア）エネルギー需給：３１件 
（イ）省エネルギー・温室効果ガス排出抑制：５件 
（ウ）鉱業振興：１１件 
  

イ.協力事業の質の向上を目的とした以下の活動を実施した。 
（ア）２００４年１０月に課題タスクフォース「エネルギー・鉱業」、および左記タスクフォ

ースの下に「エネルギー供給／再生可能エネルギー」、「省エネルギー」、「鉱業」の３つの
サブタスクフォースを立ち上げた。 

（イ）「エネルギー供給」（２００４年１２月）、「省エネルギー」（２００５年３月）、「鉱業」：
２００５年２月完成）課題別指針 

（ウ）太陽エネルギー利用にかかる協力方法を検討することを目的として、２００５年３月か
ら（７月まで）プロジェクト研究「太陽光発電プロジェクト利用地方電化の課題と可能性
に関する調査」を実施した。 

（エ）エネルギー・鉱業に関する分野別の知見を蓄積するために、有識者を招いて１月に「Ｊ
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ＩＣＡエネルギー・鉱業ワークショップ」を実施した。また、２月に「石油・天然ガス」、
３月に「再生可能エネルギー」についてのワークショップを開催した。 
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